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第８次総量削減計画のあり方と総量規制基準について 

 

 
 

１ 水質総量削減制度及び総量規制基準の概要 
 
（１）水質総量削減制度 

水質総量削減制度は､人口､産業の集中等により汚濁が著しい広域的な閉鎖性海域の水質

汚濁を防止するための制度であり､昭和 53 年に｢水質汚濁防止法｣及び｢瀬戸内海環境保全

特別措置法｣の改正により導入され、これまで５年ごとに７次にわたり実施している｡ 

水質総量削減制度においては､環境大臣が､指定水域ごとに、発生源別及び都府県別の削

減目標量、目標年度その他汚濁負荷量の総量の削減に関する基本的な事項を総量削減基本

方針として定め､これに基づき､関係都府県知事が､削減目標量を達成するための総量削減

計画を定めることとされている｡なお、大阪府域は、全域が、指定水域の水質の汚濁に関係

のある地域（指定地域）になっている。 

総量削減計画に定められる削減目標量の達成方途としては､これまで、図１に示すとおり、

下水道、浄化槽等の各種生活排水処理施設の整備等の生活系排水対策､指定地域内事業場

（日平均排水量が 50 ㎥以上の特定事業場）の排出水に対する総量規制基準の適用､小規模

事業場、畜産業、農業等に対する削減指導等を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 水質総量削減制度の概要  

資料 １ 
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（２）総量規制基準 

・総量規制基準は、総量削減計画に基づいて、削減目標量の達成のための方途の一つとし

て知事が定めるものであり、指定地域内事業場に適用する、汚濁負荷量の排出の許容限

度である。 

・基準値は、次の算式により定めている。同一の事業場内に複数の業種区分が存在する場

合は、業種区分ごとに算出したものの総和が当該事業場の基準値となる｡ 

 

ＣＯＤ  Ｌc ＝（Ｃcj・Ｑcj＋Ｃci・Ｑci＋Ｃco・Ｑco）×10-3 

窒 素  Ｌn ＝（Ｃni・Ｑni＋Ｃno・Ｑno）×10-3 

り ん  Ｌp ＝（Ｃpi・Ｑpi＋Ｃpo・Ｑpo）×10-3 

 

Ｌ（kg／日）：排出が許容される汚濁負荷量 

Ｑ（ｍ3／日）：表１の時期区分の特定排出水（排出水のうち、専ら冷却用、減圧用その他

の用途でその用途に供することにより汚濁負荷量が増加しないものに供

された水以外のもの。）の水量 

Ｃ（mg／Ｌ）：Ｑの時期区分ごとの水量に対応して、環境大臣が業種その他の区分ごとに

定める範囲内で、知事が定める値（濃度） 

 

表１ Ｑ（特定排出水の量）の時期区分 

  

 

 

 

 

 

 

 

２ 大阪府における第７次総量削減の実施状況 

（１）削減目標量の達成状況 

第７次総量削減計画は、目標年度を平成 26 年度として、平成 24年２月に策定している。

平成 26 年度における汚濁負荷量は表２～４に示すとおりであり、ＣＯＤ、窒素、りんとも、

第７次総量削減計画の削減目標量を達成している。 

 

表２ ＣＯＤに係る汚濁負荷量の推移 
（トン／日）  

 平成 16 年度 

（第５次目標年度） 

平成 21 年度 

（第６次目標年度） 

平成 26 年度 

（第７次目標年度） 

第７次 

削減目標量 

生活排水 ６３ ５２ ４６ ５１ 

産業排水 １５ ９ ７ ９ 

その他 ５ ４ ４ ５ 

合計 ８３ ６５ ５７ ６５ 
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表３ 窒素に係る汚濁負荷量の推移 
（トン／日）  

 平成 16 年度 

（第５次目標年度） 

平成 21 年度 

（第６次目標年度） 

平成 26 年度 

（第７次目標年度） 

第７次 

削減目標量 

生活排水 ４１ ３７ ３５ ３６ 

産業排水 １１ ８ ７ ８ 

その他 １９ １６ １６ １７ 

合計 ７１ ６１ ５８ ６１ 

 

表４ りんに係る汚濁負荷量の推移 
（トン／日）  

 平成 16 年度 

（第５次目標年度） 

平成 21 年度 

（第６次目標年度） 

平成 26 年度 

（第７次目標年度） 

第７次 

削減目標量 

生活排水 ２．８ ２．５ ２．１ ２．１ 

産業排水 ０．９ ０．６ ０．４ ０．６ 

その他 １．１ ０．９ ０．９ ０．９ 

合計 ４．８ ４．０ ３．４ ３．６ 

 

（２）削減目標量の達成のための方途の実施状況 

 第７次総量削減計画においては、削減負荷量の達成のための方途として、生活系排水対策

については下水道の整備等や一般家庭における生活排水対策を、産業系排水対策については

総量規制基準の設定とその遵守の徹底等を、その他の汚濁発生源に係る対策については農地

からの負荷削減や畜産排水対策等を掲げている。また、その他汚濁負荷量の総量の削減に関

し必要な事項として、干潟等の造成・保全や窪地対策等を掲げている。これらの実施状況は

次に示すとおりである。 

① 生活系排水対策 

（下水道等の整備等） 

 ・生活排水の 100％適正処理を目指し、下水道の整備や下水道への接続を促進するとと

もに、下水道が整備されない地域においては、合併処理浄化槽等の普及の促進等を図っ

てきた結果、生活排水適正処理率は、表５に示すとおり、平成 26 年度末時点で、21 年度

末から比べて 2.3 ポイント増加し 95.0％となった。また、未処理人口は、平成 26年度末

時点で、21 年度末から比べて 21万人減少し、44 万人となった。 
 

表５ 生活排水処理の状況 
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・「水質汚濁防止法」に基づく生活排水対策重点地域として、平成 26 年度末時点で 13 市

14 地域を指定している。また、生活排水処理計画については、平成 26年度末時点で、37

市町村が策定している。 

・府では、大阪府生活排水処理計画整備指針（平成 24 年３月）に基づき、大阪府域版コス

ト計算モデル（平成 26年６月改定）の作成などを通じて、生活排水対策処理に係る事業

主体である市町村の生活排水処理計画の策定・見直しを技術的に支援している。 

・下水道普及率については、平成 26 年度末時点で、21 年度末から比べて 1.9 ポイント増

加し 95.6％となった。また、高度処理普及率については表６に示すとおり、平成 22年度

末に竜華水みらいセンターの供用を開始するなどの取組を進めた結果、平成 26 年度末時

点で、21年度末から比べて 9.3 ポイント増加し、59.3％となった。 
 

表６ 大阪府域の高度処理普及率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

・合流式下水道の改善を図るため、各下水道管理者は、合流式下水道改善計画を策定し、

分流並み負荷量の達成を目指して取組みを進めている。府流域下水道及び大阪市単独公

共下水道では、平成 35年度を目標年次として、分流並み負荷量の達成を目指して取組み

を進めており、平成 26年度末時点の進捗率は約 50％である。 

 ・浄化槽については、合併処理浄化槽が、浄化槽設置整備事業等により、年間約 1,500 基

が新設されている。 

② 産業系排水対策 

・府域では、平成 26 年度末時点で、3,974 事業場に対し、「水質汚濁防止法」・「瀬戸内海環

境保全特別措置法」・「大阪府生活環境の保全等に関する条例」に基づく排水規制を行っ

ており、うち総量規制対象は 474 事業場であり、毎月汚濁負荷量の報告を求め、総量規

制基準の遵守状況をチェックし、必要な指導を行っている。平成 26年度は 2,298 事業場

に立入検査を実施している。 

③ その他の汚濁発生源に係る対策 

・農地からの負荷削減対策については、環境負荷の少ない農業を積極的に推進するため、

農薬や化学肥料の使用を通常の半分以下に抑えて栽培された農産物を認証する「大阪エ

コ農産物認証制度」を推進している。平成 26 年度の認証面積は 526.2ha であった。 

・畜産排水対策として、家畜排せつ物の適正処理及び有効利用を促進している。「家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づく管理基準は、平成 26 年 12

月 1 日現在、府域のすべての適用対象農家において遵守されている。 



- 5 - 

④ その他汚濁負荷量の総量の削減に関し必要な事項 

 ・大阪湾再生推進会議や大阪湾環境保全協議会等の取組みを通じ、行政や民間企業、ＮＰ

Ｏ等の協働のもと、水質保全を図っている。例年８月には官・民が連携して大阪湾水質

一斉調査を実施し、貧酸素水塊の発生状況等の把握に努めている。 

 ・干潟の整備については、大和川河口部に隣接した堺泉北港堺２区において、平成９年度か

ら人工干潟の整備を行っている。これまでに 10ha の干潟を整備し、平成 26 年度は干潟内

の土砂敷均しを実施した。 

・藻場の造成については、平成 26 年度は泉南市地先海域において藻場着生基質を設置した。

府の区域における藻場面積は、平成 21 年度以降 13ha 増加し、平成 26年度末時点で 365 

ha となった。 

 

 

 

 

 

 

 

・窪地対策については、府が、漁業にとっての価値や施工性等を勘案して、優先的に埋め

戻す必要がある窪地として国に提案した３か所において、埋戻しが実施されている。平

成 26 年度は、国が、阪南２区沖において、大阪港主航路及び堺泉北港大津航路の浚渫

土砂を活用した埋め戻しを実施した。阪南２区沖における進捗率は、平成 26 年度末で

61％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 環境基準の達成状況 

・ＣＯＤの環境基準達成率は、環境基準点における全層平均の年 75％値が、水域ごとに全

ての環境基準点で達成しているかどうかで評価している。近年の達成率は 67％で横ばい

である。 

・平成 21 年度と 26 年度における、水域別の環境基準の達成状況は表８－１～３に示すと

おりであり、ＣＯＤについては環境基準値を下回る地点数が増加している。 

図２ 造成した藻場の様子 図３ 堺２区における人工干潟の整備 

図４ 窪地の位置図 

表７ 優先して埋戻す窪地の規模と 

進捗状況（平成 26 年度末） 
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・全窒素・全りんの環境基準達成率は、環境基準点における表層の年平均値を水域ごとに

平均した値が達成しているかどうかで評価で評価している。達成率の推移は図５-１及び

５-２に示すとおりであり、2010 年度（平成 22年度）以降達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 全窒素の環境基準達成率の推移 

 

 

 

  

 

図５－２ 全りんの環境基準達成率の推移 

  

表８－１ ＣＯＤの水域別の環境基準達成状況 表８－２ 全窒素の水域別の環境基準達成状況 

表８－３ 全りんの水域別の環境基準達成状況 
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（４）総量規制基準の設定状況 

 ① 検討にあたっての基本的な考え方 

第７次の総量規制基準の設定にあたっては、府環境審議会に諮問し、その答申を踏まえて

設定している。環境審議会の検討における基本的な考え方は次に示すとおりである。 

（業種区分について） 

・業種区分については、環境省告示において、窒素及びりんについて畜産農業に「総面

積が 50m2以上の豚房施設を有するもの」という備考が設けられたことに併せ、１区分

追加することが適当である。 

・また、大阪府独自の業種区分については、大阪府域における排出実態等を踏まえ、細分

化をすることでより効果的な削減を図る観点から、例えば、ＣＯＤに係る区分について、

洗濯業を敷地面積 400m2以上と未満で２つの区分に細分化するなど、ＣＯＤについては

12 業種区分、窒素については４業種区分、りんについては４業種区分をそれぞれ細分

化しており、第７次総量規制基準においても引き続き採用することが適当である。 

（Ｃ値の設定について） 

・既設事業場に係るＣ値(Ｃo)については、Ｃ値の範囲の上限値あるいは下限値の引下げ

状況を勘案し、更に、現状の水質、処理方法、許容排出量(Ｌ値)の適合状況等を考慮し

て、その見直しを行う。 

・新・増設に係るＣ値(Ｃi,Ｃj)については、新たな処理施設の導入が可能であること等

から、原則として、Ｃ値の範囲内の下限値を採用する。ただし、府域の工場等の処理技

術の水準などからみて、下限値の設定が特に困難な場合にあっては、技術水準等を考慮

してＣ値を設定する。 

・現在府域にない業種及び著しく負荷量の小さな業種については、原則として、Ｃ値の

範囲内の下限値を採用する。 

 

② 設定状況 

Ｃ値の設定の概要は表９に示すとおりである。 
 

図６-１ ＣＯＤの環境基準の水域類型の 
指定状況 
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図６-２ 全窒素・全りんの環境基準の 
水域類型の指定状況 
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表９ 第７次におけるＣ値設定の概要 
 

 
ＣＯＤ 窒素 りん 

Ｃo Ｃi Ｃj Ｃo Ｃi Ｃo Ｃi 

既
存
の
業
種
区
分 

６次Ｃ値が既に国の７次の下限値 241 263 266 237 264 213 241 

６次Ｃ値から強化 

(うち下限値まで強化) 

 18 

(14) 

8  

(7) 

8 

(7) 

14 

(11) 

5 

(5) 

9 

(4) 

2 

(2) 

６次Ｃ値を据置き 22 10 7 29 11 23 2 

業種区分の追加 0 0 0 1 1 1 1 

合   計 

（うち下限値を採用） 

281 

(255) 

281 

(270) 

281 

(273) 

281 

(249) 

281 

(270) 

246 

(218) 

246 

(244) 

 

 

３ 国における第８次総量削減に係る答申の概要 

（１）あり方答申 

国においては、平成 26 年９月に中央環境審議会に「第８次総量削減のあり方について」

諮問され、平成 27 年 12 月に答申がなされた。大阪湾に係る概要は次のとおりである。 
 

（指定水域における水環境改善の必要性） 

大阪湾においては、窒素及びりんについて、平成 22 年度から環境基準の類型指定が行わ

れている３水域のすべてで環境基準が達成された状況が続いている。一方で、ＣＯＤの環境

基準達成率は低く、大規模な貧酸素水塊も発生している。 

このため､窒素及びりんの環境基準の達成状況を勘案しつつ、特に有機汚濁解消の観点か

ら水環境改善を進める必要があると考えられる。 

（対策のあり方） 

きれいで豊かな海の観点から、総合的な水環境改善対策を進めていくことが必要である。

なお、平成 27 年 10 月に改正された瀬戸内海環境保全特別措置法と、平成 27 年２月に変更

された瀬戸内海環境保全基本計画において、瀬戸内海の環境保全は、多面的価値及び機能が

最大限に発揮された豊かな海とすることを旨として行うこと、湾灘ごとや季節ごとの課題に

対応する必要があることが示されている。 

   参考 

・府では、平成 27 年２月に変更された国の「瀬戸内海環境保全基本計画」と大阪湾の

状況を踏まえ、「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」を変更することとし、

府計画のあり方について平成 27 年６月に環境審議会に諮問した。審議会では、瀬戸

内海環境保全計画部会を設置し、専門的な見地から審議が行われ、平成 28 年６月に

府に答申された。 

・審議会からの答申を踏まえ、府では「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画（案）」

を作成し、７月 13 日から 8 月 12 日までの間、府民意見等の募集を行っている。 

注）Ｃ０、Ｃｉ、Ｃｊ：時期区分ごとのＣ値 



- 9 - 

 汚濁負荷削減対策 

・水環境の改善が必要な東京湾、伊勢湾及び大阪湾においては、第８次水質総量削減にお

ける削減目標量の設定に当たって、これまでにとられた対策の内容と難易度、費用対効

果、除去率の季節変動等も勘案し、効率的にＣＯＤ、窒素及びりんに係る汚濁負荷量の

削減が図られるよう各発生源に係る対策を検討すべきである。なお、大阪湾においては、

窒素及びりんの環境基準の達成状況を勘案しつつ、特に有機汚濁解消の観点から必要な

対策を推進することが必要である。 

 干潟・藻場の保全・再生、底質環境の改善等 

・干潟・藻場の保全・再生等を通じた水質浄化及び生物多様性・生物生産性の確保等の重

要性にかんがみ、湾・灘ごとなどの実情に応じた総合的な取組を推進していくことが必

要である。 

 

（２）総量規制基準の設定方法に関する答申 

国においては、あり方答申を受けて、平成 27 年 12 月に中央環境審議会に「水質に係る

化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量の総量規制基準の設定方法について」諮問

され、平成 28 年５月に答申がなされた。大阪湾に係る概要は次のとおりである。 
 
（規制基準の設定方法） 

・時期区分は、変更しない。 

・業種区分は、変更しない。 

・Ｃ値の範囲は、ＣＯＤについては、15業種区分において上限値を下げる。 

窒素及びりんについては、あり方答申を踏まえ、変更しない。 
 
（ＣＯＤのＣ値の上限値が変更された 15 業種区分） 

・野菜漬物製造業 
・ぶどう糖・水あめ・異性化糖製造業 
・機械すき和紙製造業 
・機械すき和紙製造業 備考(パルプ製造工程) 
・段ボール製造業 
・脂肪族系中間物製造業 備考(青酸誘導品含有排水を排出する工程) 
・環式中間物・合成染料・有機顔料製造業 
・その他の電子部品・デバイス・電子回路製造業等  
・病院 
・し尿浄化槽(501 人以上)   
・し尿浄化槽(501 人以上) 備考(平成 18 年 1月 31 日以前、5000 人以下、(3)以外) 
・し尿浄化槽(501 人以上) 備考((1)のうち昭和 55 年以前)  
・し尿浄化槽(500 人以下 201 人以上) 備考(昭和 55 年以前のもの)  
・し尿処理業 備考(昭和 62 年 6月 30 日以前、高度処理以外) 
・し尿処理業 備考(嫌気性消化法等＋凝集処理法より高度処理) 

 
 

（府県が総量規制基準を定める際の留意事項） 

・あり方答申では、大阪湾においては特に有機汚濁解消の観点から水環境改善を進める必

要があるとされた。その上で、指定地域内事業場に係る負荷量に関しては､７次にわたる

水質総量規制基準によりかなりの削減が図られてきており、こうした実績を踏まえ、最

新の処理技術動向も考慮しつつ、これまでの取組が継続されていく必要があるとされた。 
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・今回はこうした考え方に基づき、以下の観点でＣ値の範囲の見直しを行うものであり、

総量規制基準の設定については、十分留意する必要がある。 

・特定排出水の水質を現状よりも悪化させない観点から、Ｃ値の上限値を都府県が定

めたＣ値の最大値まで引き下げる 

・Ｃ値の範囲が強化されていない業種区分及び既存施設と新増設に係るＣ値の範囲の

設定の差が大きな業種区分について、特定排出水の濃度が特に高い指定地域内事業

場の水質改善を進める観点から、それぞれ平成 26 年度における負荷量最大日濃度の

95%値までＣoの上限値を引き下げる。 

・なお、大阪湾においてはあり方答申を踏まえ、窒素及びりんのＣ値の範囲は変更し

ないこととした。 

・総量規制基準の設定に当たっては、指定地域内事業場において行われた汚濁負荷削減の

取組と難易度、費用対効果、除去率の季節変動等にも配慮することが必要である。また、

汚濁負荷削減の手段としては、濃度の改善だけではなく、水量の削減も重要である。 

 

４ 府の第８次総量削減計画のあり方及び総量規制基準を検討するに当たっての 

基本的な考え方について（案） 

（１）総量削減計画のあり方について 

・総量削減計画は、発生源別の削減目標量及び削減目標量の達成の方途、その他汚濁負荷

量の総量の削減に関し必要な事項を定めるものである。 

・今回の国のあり方答申においては、窒素及びりんについて、平成 22 年度から環境基準が

達成された状況が続いている一方で、ＣＯＤの環境基準達成率は低く、大規模な貧酸素

水塊も発生していることから、窒素及びりんの環境基準の達成状況を勘案しつつ、特に

有機汚濁解消の観点から水環境改善を進める必要があると考えられると指摘されている。

また、きれいで豊かな海の観点から、総合的な水環境改善対策を進めていくことが必要

であると指摘されている。 

・前回の府における総量削減計画の検討に当たっては、次に示す基本的な考え方に沿って

検討されている。 
 

     （前回検討時の基本的な考え方） 

・汚濁負荷量の削減状況や、大阪湾の水質の状況を踏まえ、水環境のさらなる改善を

図るため、生活排水に伴う負荷の削減を中心に、引き続き負荷量の削減を図ること

が必要。 

・大阪湾の水質には、内部生産や底質からの溶出などの様々な要因が複雑に関係して

いるため、陸域からの汚濁負荷量の削減に加えて、干潟・藻場の保全・再生など大

阪湾が有する自然浄化機能を高める取組等の、大阪湾の水質改善に関連する幅広い

取組をあわせて推進することが必要。 

・大阪湾集水域において、他府県・市町村をはじめ、住民、ＮＰＯ、企業等の各主体

と協働し、一体となった取組を進めることが必要。 
 

・今回、総量削減計画のあり方を検討するにあたっては、次に示す考え方によって検討す
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ることが考えられる。 

・国が今後定める総量削減基本方針と、大阪湾においては、窒素及びりんについて、

平成 22 年度から環境基準が達成された状況が続いている一方で、ＣＯＤの環境基

準達成率が低いことや、汚濁負荷量に占める生活排水の割合が高いことを踏まえ検

討する。 

・具体的には、削減目標量と、その達成の方途のあり方について、発生源別（生活

排水・産業排水・その他）に検討する。また、その他汚濁負荷量の削減に関し必要

な事項について、瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画のあり方に係る答申を

勘案して検討する。 

 

（２）総量規制基準について 

・第７次における総量規制基準の設定状況は表 10 に示すとおりである。 
  

表 10 第７次におけるＣ値設定の概要 
 

 
ＣＯＤ 窒素 りん 

Ｃo Ｃi Ｃj Ｃo Ｃi Ｃo Ｃi 

国の告示における 

Ｃ値の範囲の下限値 
255 270 273 249 270 218 244 

その他 26 11 8 32 11 28 ２ 

合   計 281 281 281 281 281 246 246 

 
 

・今回の国の総量規制基準の設定方法に関する答申においては、業種区分は変更されていな

い。また、Ｃ値の範囲については、国のあり方答申を踏まえ、窒素及びりんについては変更

されておらず、ＣＯＤについては 15 業種区分の上限値のみが変更されており、下限値は

変更されていない。 

・前回の府における総量規制基準の設定においては、大阪府独自の業種区分については、 

府域における事業場からの排出実態等を踏まえ、細分化することでより効果的な削減を図

れていることから、引き続き採用されている。また、Ｃ値の設定については、次に示す基

本的な考え方に沿って検討されている。 
 

     （前回設定時の基本的な考え方） 

・既設事業場に係るＣ値(Ｃo)については、Ｃ値の範囲の上限値あるいは下限値の引

下げ状況を勘案し、更に、現状の水質、処理方法、許容排出量(Ｌ値)の適合状況等

を考慮して、その見直しを行う。 

・新・増設に係るＣ値(Ｃi,Ｃj)については、新たな処理施設の導入が可能であるこ

と等から、原則として、Ｃ値の範囲内の下限値を採用する。ただし、府域の工場等

の処理技術の水準などからみて、下限値の設定が特に困難な場合にあっては、技術

水準等を考慮してＣ値を設定する。 

注）Ｃ０、Ｃｉ、Ｃｊ：時期区分ごとのＣの値 
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・ 現在府域にない業種及び著しく負荷量の小さな業種については、原則として、Ｃ

値の範囲内の下限値を採用する。 
  

・今回、総量規制基準について検討するにあたっては、次に示す考え方によって検討するこ

とが考えられる。 

・大阪府独自の業種区分については、府域における事業場からの排出実態等を踏ま

え、引き続き採用するかどうかについて検討する。 

・Ｃ値については、第７次で国の告示におけるＣ値の範囲の下限値を採用している

業種区分については、変更しない。下限値を採用していない業種区分については、

窒素及びりんのＣ値の範囲が変更されていないことと、ＣＯＤのＣ値の範囲の上限

値の引下げ状況を勘案し、現状の水質、処理方法、許容排出量(Ｌ値)の適合状況等

を考慮して検討する。 

 

 


